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金融機関の担当者が直面しがちな、相続相談や手続きに関する諸問題…その

上手な対処法を様々な法制などの根拠とともに解説します！

銀行員は
これだけ

やるべき！ 相続相続相談＆手続きの勘所

担当者として
どこまで
できる？

号
で
は
今
後
改
正
が
予
定
さ
れ

て
い
る
不
動
産
の
相
続
登
記
の

申
請
義
務
化
な
ど
所
有
者
不
明
土
地
に

関
す
る
制
度
に
つ
い
て
解
説
し
ま
す
。

≪
相
続
登
記
の
申
請
義
務
化
≫

　

不
動
産
登
記
制
度
は
、
土
地
・
建
物

に
関
す
る
情
報
を
公
の
帳
簿
に
登
録

し
、
こ
れ
を
一
般
公
開
す
る
こ
と
に
よ

り
権
利
関
係
な
ど
の
状
況
が
誰
に
で
も

わ
か
る
よ
う
に
し
、
不
動
産
取
引
の
安

全
と
権
利
の
保
護
を
行
う
も
の
で
す
。

「
所
在
」「
面
積
」
な
ど
表
題
部
等
の

登
記
は
義
務
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
現

所
有
者
な
ど
の
権
利
に
関
す
る
登
記
に

つ
い
て
は
強
制
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。

　

国
土
交
通
省
に
よ
る
「
土
地
白
書

（
令
和
２
年
版
）」
に
よ
る
と
、
所
有
者

不
明
土
地
の
割
合
は
24
％
に
も
上
り
ま

し
た
。
所
在
者
不
明
で
あ
る
原
因
は
、

相
続
登
記
の
未
了
が
63
％
、
住
所
変
更

登
記
の
未
了
が
33
％
と
な
っ
て
い
ま

す
。 今

　

第
三
者
が
関
係
す
る
不
動
産
売
買
や

賃
貸
に
は
正
し
く
登
記
す
る
こ
と
が
求

め
ら
れ
ま
す
が
、
身
内
の
問
題
で
あ
る

相
続
登
記
は
申
請
せ
ず
と
も
当
面
は
困

ら
な
い
た
め
放
置
さ
れ
て
き
ま
し
た
。

　

た
だ
相
続
登
記
を
怠
っ
た
ま
ま
相
続

が
繰
り
返
さ
れ
る
と
、
相
続
人
等
の
関

係
者
が
増
え
続
け
、
関
係
者
の
探
索
や

意
思
調
整
が
難
航
し
ま
す
。
さ
ら
に
地

方
を
中
心
に
土
地
を
引
き
継
ぎ
所
有
し

た
い
と
い
う
ニ
ー
ズ
が
減
っ
て
い
る
こ

と
も
相
続
登
記
を
妨
げ
る
要
因
で
す
。

　

こ
の
よ
う
な
所
有
者
不
明
土
地
は
、

土
地
の
管
理
や
利
用
に
必
要
な
合
意
形

成
が
困
難
と
な
り
、
公
共
事
業
や
民
間

取
引
が
阻
害
さ
れ
ま
す
。
そ
こ
で
以
下

の
よ
う
な
施
策
が
打
ち
出
さ
れ
て
い
ま

す
。

①
相
続
登
記
の
申
請
義
務
化

　

令
和
６
年
４
月
１
日
よ
り
、
不
動
産

を
取
得
し
た
相
続
人
に
対
し
、
相
続
に

よ
る
取
得
日
を
知
っ
た
日
か
ら
３
年
以

内
に
相
続
登
記
の
申
請
を
す
る
こ
と
が

義
務
付
け
ら
れ
ま
す
。
も
し
正
当
な
理

由
な
く
こ
れ
に
違
反
し
た
場
合
、
過
料

が
課
せ
ら
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
相
続
登
記
の
申
請
義
務
化
に

併
せ
て
図
表
に
掲
げ
る
負
担
軽
減
策
が

導
入
さ
れ
ま
す
。

②
住
所
変
更
未
登
記
へ
の
対
応

　

不
動
産
の
登
記
名
義
人
に
対
し
、
住

所
等
の
変
更
日
か
ら
２
年
以
内
に
そ
の

変
更
登
記
の
申
請
を
す
る
こ
と
が
義
務

付
け
ら
れ
ま
す
。
併
せ
て
、
転
居
や
本

店
移
転
等
に
伴
う
住
所
等
の
変
更
が
、

住
基
ネ
ッ
ト
や
商
業
・
法
人
登
記
シ
ス

テ
ム
で
の
簡
便
な
手
続
き
で
登
記
に
反

映
さ
れ
る
新
た
な
方
策
が
導
入
さ
れ
ま

す
。

所
有
者
不
明
土
地
に
関
す
る 

様
々
な
制
度
が
創
設

≪
相
続
土
地
の
国
庫
帰
属
制
度
ほ
か
≫

　

相
続
登
記
の
義
務
化
以
外
に
も
、
所

親
か
ら
相
続
し
た
実
家
の
不
動
産
の

相
続
登
記
を
後
回
し
に
す
る
と

ど
う
な
る
か
質
問
を
受
け
た
…
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法・税・財の知識を活かす
実践・重要実務

ここまで

　やるべき
！

有
者
不
明
土
地
の
発
生
を
予
防
し
、
ま

た
は
利
用
を
促
進
す
る
た
め
の
様
々
な

制
度
が
創
設
さ
れ
ま
す
。

①
相
続
土
地
の
国
庫
帰
属

　

土
地
所
有
ニ
ー
ズ
の
低
下
等
に
よ

り
、
相
続
し
た
土
地
を
手
放
し
た
い
と

考
え
る
人
が
増
加
し
て
い
る
た
め
、
土

地
の
管
理
不
全
を
招
い
て
い
ま
す
。
こ

れ
に
対
処
す
る
た
め
、
相
続
ま
た
は
相

続
人
に
対
す
る
遺
贈
に
よ
り
取
得
し
た

土
地
を
手
放
し
て
、
国
庫
に
帰
属
さ
せ

る
制
度
が
創
設
さ
れ
ま
す
。

　

た
だ
し
、
建
物
や
工
作
物
等
、
土
壌

汚
染
や
埋
設
物
、
崖
が
あ
る
土
地
、
権

利
関
係
に
争
い
が
あ
る
土
地
な
ど
通
常

の
管
理
を
す
る
た
め
に
過
分
の
費
用
や

労
力
を
要
す
る
場
合
に
は
、
こ
の
制
度

を
適
用
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

　

相
続
人
か
ら
申
請
さ
れ
た
土
地
は
、

法
務
大
臣
の
審
査
を
経
て
承
認
を
受

け
、
10
年
分
の
土
地
管
理
費
相
当
額
の

負
担
金
を
納
付
し
た
後
に
、
国
に
帰
属

す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

②
財
産
管
理
制
度
の
創
設

　

個
々
の
所
有
者
不
明
土
地
・
建
物
の

管
理
に
特
化
し
た
新
た
な
財
産
管
理
制

度
が
創
設
さ
れ
ま
す
。
具
体
的
に
は
、

裁
判
所
が
管
理
命
令
を
発
令
し
、
管
理

人
を
選
任
す
る
こ
と
で
、
所
有
者
不
明

土
地
・
建
物
の
管
理
を
合
理
的
に
行
う

こ
と
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
所
有
者
が
土
地
・
建
物
を
管

理
せ
ず
に
放
置
し
て
い
る
こ
と
で
他
人

の
権
利
が
侵
害
さ
れ
る
お
そ
れ
が
あ
る

場
合
に
、
裁
判
所
が
管
理
人
を
選
任
す

る
こ
と
が
で
き
る
制
度
も
創
設
さ
れ
ま

す
。

③
共
有
物
利
用
の
円
滑
化
を
図
る
仕
組

み
の
整
備

　

不
明
共
有
者
に
対
し
て
公
告
等
を
し

た
う
え
で
、
残
り
の
共
有
者
の
同
意
の

も
と
、
共
有
物
の
変
更
行
為
や
管
理
行

為
を
可
能
に
す
る
制
度
が
創
設
さ
れ
ま

す
。

　

ま
た
、
不
明
共
有
者
の
持
分
価
額
に

相
当
す
る
額
の
金
銭
の
供
託
に
よ
り
、

不
明
共
有
者
の
共
有
持
分
を
取
得
し

て
、
不
動
産
の
共
有
関
係
を
解
消
す
る

仕
組
み
も
創
設
さ
れ
ま
す
。

④
遺
産
分
割
長
期
未
了
状
態
へ
の
対
応

　

相
続
開
始
か
ら
10
年
経
過
後
に
行
う

遺
産
分
割
に
つ
い
て
は
、
原
則
、
法
定

相
続
分
等
画
一
的
な
方
法
で
遺
産
分
割

を
行
う
仕
組
み
が
創
設
さ
れ
ま
す
。

⑤
隣
地
等
の
利
用
・
管
理
の
円
滑
化

　

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
を
自
身
の
土
地
に
引

き
込
む
た
め
の
導
管
等
の
設
備
を
他
人

の
土
地
に
設
置
す
る
権
利
を
明
確
化

し
、
隣
地
所
有
者
不
明
状
態
に
も
対
応

で
き
る
仕
組
み
が
整
備
さ
れ
ま
す
。

	⿟ 活用する予定のない不動産の相続手続きについて質問を受けた際には、ま
ず所有者不明土地が増加・課題となっている背景を伝え、その原因の１つ
である不動産登記制度について申請が義務化されること等を伝えよう

	⿟ 相続登記の義務化以外にも、相続した土地の国庫帰属や、財産管理制度の
創設、遺産分割長期未了状態への対応といった、所有者不明土地の発生を
予防し、または利用を促進するための様々な制度について伝えよう

●相続登記義務化に向けての負担軽減策
軽減策 内　　容
相続人

申告登記
相続人が単独で登記名義人の法定相続人である旨を申告することによ
り、登記官が職権で、その者の氏名住所を登記する。

所有不動産
記録証明

特定の者が名義人となっている不動産の一覧を証明書として発行するこ
とにより、相続登記が必要な不動産の把握が可能となる。

登録免許税
の負担軽減

・100万円以下の土地を対象とした、相続登記の登録免許税の免税措置
・相続人申告登記、住所等変更登記における職権登記への非課税措置

死亡等の
事実の登記

住基ネット等からの情報に基づき、登記官が職権で登記簿に符号等で表
示することにより、登記簿上で名義人の死亡が確認できる。


